
業務No.

課室長名

□自治
□法定

□自治
□法定

□自治
□法定

□自治
□法定

□自治
□法定

単位

国 庫 支 出 金 千円

県 支 出 金 千円

地 方 債 千円

そ の 他 千円

一 般 財 源 千円

千円

単位

千円 47,300 9人 50,800 10人 50,700 10人

千円 3,988 3人 4,687 4人 5,484 4人

千円

<上記のほか、業務効率化のために取り組んでいること>
効率的な事務処理が行えるよう、各種研修会への参加、勤務時間外に自主的な勉強会を定期的に実施し資質の向上に

努めている。

56,184

＜業務実施の背景＞
住民に関する記録を統一的に行うことによって、住民の利便性の向上と国及び地方公共団体の事務の効率化を図る。
マイナンバーを付番することによって、個人の特定を確実かつ迅速に行うことが可能となり、行政の効率化、国民の

利便性の向上、さらに公平公正な税・社会保障制度を実現する。
＜業務の目的＞

戸籍法、住民基本台帳法に基づき住民の親族的身分関係及び居住関係を登録し証明する。

<業務見直しの有無> 有 ・ 無
①すぐにでも見直し・効率化ができる部分：

住民票の写し等のコンビニ交付を導入する。

②条例・規則等の改正や多方面との調整が必要だが、時間をかければ見直し・効率化できる部分：
各課との連携を強化した総合窓口を導入する。
マイナンバーカードを活用したマイナポータルによって、児童手当・保育所の手続きなどのオンライ申請や予防接

種・医療通知などのプッシュ型通知を行うことによって行政の効率化を図ることができる。
③政治レベルの判断や法改正が必要で、課室の判断では見直し・効率化ができない部分：

戸籍制度へマイナンバー制度を導入することによって、各種届出に戸籍謄本等の提出が不要となる。
地方独立行政法人法の改正によって、地方独立行政法人に包括的な委託が可能になれば、現在のような事務の一部を

民間委託するのではなく、窓口関連業務を一括して委託できれば費用対効果の観点からも有効な制度である。

人
件
費

正 規 職 員

正 規 外 職 員

人 件 費 計 51,288 55,487

戸籍住民基本台帳事務

戸籍届、住民異動届及び中長期在留者居住地届等に基づいて、
戸籍・住民基本台帳の作成及び記載事項の変更を行う。また、
住民等の請求に対して、本人確認・請求権限の確認を行い、各
種証明書を交付する。また、平成27年10月に住民票を有する全
ての方にマイナンバーを付番し、平成28年1月から希望者にマ
イナンバーカードを交付している。

１４人

平成26年度決算 平成27年度決算 平成28年度予算

事 業 費 計

評価対象業務名 業務概要 作業人数

事
業
費

財
源
内
訳

合 計 千円

投入量の推移 平成26年度決算 平成27年度決算 平成28年度予算

4 千円

5 千円

2 千円

3 千円

課室担当事務事業の概要

事務事業名 平成27年度決算額 事業概要

1 千円

職員数 16名（正職員 12名、再任用職員 0名、嘱託職員 1名、臨時職員 3名）

（様式１）

平成28年度那珂市行政評価外部評価業務点検シート
部・課室名 市民生活部市民課 関 郁夫

ここは別資料で代えて説明します。

育休1人

育休終了により臨時職員1人減員のところ
マイナンバー制度導入の為昨年と同数。さ
らに、１月からマイナンバーカード交付ため
に１人増員

育休終了により１人増



（様式2-1号）

事務事業の概要（平成27年度）

課等名 市民課

国 庫
支出金

県支出金
分担金
負担金

市債 その他 一般財源
国 庫
支出金

県支出金
分担金
負担金

市債 その他 一般財源
国 庫
支出金

県支出金
分担金
負担金

市債 その他 一般財源

2 3 1 2 戸籍住民基本台帳事務 12,720 231 61 0 0 12,428 0 15,302 184 54 0 0 15,064 0 13,268 180 47 260 0 12,781 0

2 3 1 7
個人番号カード交付等
事業

17,332 16,546 0 0 0 0 786 0 0 0 0 0 0 0 7,716 6,115 0 0 0 2 1,599

2 3 2 2 旅券事務 2,470 0 0 0 0 666 1,804 2,472 0 0 0 0 659 1,813 2,490 0 0 0 0 659 1,831

2 3 1 8
証明書コンビニ交付事
業

0 0 2,547 0 0 0 0 0 2,547

全頁の総計 32,522 16,777 61 0 0 13,094 2,590 17,774 184 54 0 0 15,723 1,813 26,021 6,295 47 260 0 13,442 5,977

H26決算額
（千円）

財源内訳（千円）
H28予算額
（千円）

財源内訳（千円）

個人番号カードを用いて、コンビニに設置されてい
る多機能端末機から住民票の写しと印鑑登録証明書
を交付

事業内容（概要）

戸籍、住基、住基ネット、公的個人認証システムの管理。印鑑登
録原票及び仮ナンバーの管理。各種証明書の交付。○需用費
1,327千円○消耗品費 ○役務費 1,332千円 ○使用料及び賃借
料 1,451千円○負担金補助及び交付金 4,715千円

地方公共団体情報システム機構（J-LIS）に通知カード、交付申請書の作成
及び発送、個人番号カード交付通知書の作成等を委任し、交付を行う。〇共
済費 ○賃金 ○役務費 ○負担金補助及び交付金 15,484千円
個人番号カード交付事業費、事務費（１０／１０）

一般旅券発給申請書の受付及び旅券の交付。
〇需用費 消耗品費 22千円
○使用料及び賃借料 87千円

款 項 目 事 業 名
H27決算額
（千円）

財源内訳（千円）

【事務事業の概要（様式2-1号）】



（様式1号）

職員数（人）

区 分

平成28年度

平成27年度

職員の増△減

臨時職員等について（平成28年度）

グループ名

戸籍・窓口 5 日 1 人

戸籍・窓口 5 日 2 人

戸籍・窓口 5 日 1 人

戸籍・窓口 3 日 1 人

日 人

日 人

18 日 5 人

職員等の配置状況

課等名 市民課

課 長 副 参 事
（主任企画員）

課長補佐
（総括）

グループ長
（課長補佐）

戸籍・窓口 グループ グループ 合 計

1 0 1 1 9 12

12

0 0 0 0 0 0 0

1 0 1 1 9

※区分に記載されていない役職等は、必要に応じてそれぞれ表を修正して記入してください。
※平成26年度を基本に作成してください。

種 別 雇 用 期 間
勤務日数
（週）

人 数 職 務 内 容

嘱託職員 平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで 旅券・申請書等の受付等窓口業務

臨時職員 平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで 申請書等の受付等窓口業務・附票の整理

臨時職員 平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで 申請書等の受付等窓口業務・個人番号カード交付事務

臨時職員 平成２８年４月１日から平成２８年６月３０日まで 個人番号カード交付事務

課 合 計

※『種別』の欄には臨時職員・嘱託職員の別を記入してください。
※雇用期間、勤務日（週）数等については、現状に併せて表を修正して記入してください。

平成 年 月 日から平成 年 月 日まで

平成 年 月 日から平成 年 月 日まで

【職員等の配置状況（様式1号）】



（様式２)

責 管 正 外 委

1
住民基本台帳
事務

異動届の受付・審査
住基システムへ入力
入力内容の確認
マイナンバー事務
書類の交付と関係課
への案内
書類等の送付

4,433 1 9 4 別紙のとおり

2 戸籍事務

届書の受付・審査
住基システムへ入力
届書の修正
戸籍システムへ入力
通知送付
異動処理
決裁・調査票の作成

2,766 1 9 4 別紙のとおり

3
証明書発行事
務

請求書の受付・審査
証明書の作成
証明書の確認・発行
手数料の徴収
日計処理
手数料の調定
書類の整理

71,268 1 9 4 別紙のとおり

評価対象業務名
業務処理手順・処理業務概要

作業担当
NO 作業名 作業概要

業務フロー

≪その他特記事項≫
・月ごとに戸籍届書を法務局に送付
・月ごとに人口動態調査票を保健所に送付
・月ごとに相続税法５８条通知書を税務署に送付

戸籍住民基本台帳事務

業務フロー図

業務処理手順・業務フロー整理表

件数



住民基本台帳事務業務フロー図

異動届の受付

住民異動

届の確認

本人確認
※本人確認が

できなかった場

合は、届出人

へ確認通知

転出証明書、

委任状等添

付書類の確

認

住基入力

住基システ

ムへ入力
※マイナン

バーカードを

お持ちの方は

総合端末から

情報を取得

入力内容

の照合・

修正

更新・出力

入力内容の確認

入力者以外

の職員が、

入力内容の

確認

マイナン

バー事務

マイナンバー

カードの継続

利用処理
※ＩＣチップ・表

面事項変更

通知カード

の裏書
※マイナン

バーカードの

交付を受けて

いない方

書類の交付

届出人が異

動事項を確

認・署名

通知

前住所地へ転入

通知
※住基ネットを利用

書類の確認・保管

異動内容の

最終確認

書類の保管

異動届の審査

異動届の内容・届

出資格の審査
※転出証明書と齟齬

がある場合は旧市町

村に確認

アパート台帳

の確認
※新築アパート

の場合は、台帳

に登録

新住所の確認
※新築等で市民

課で確認できな

い場合は税務課

で確認

入力内容

に誤りがあ

れば修正

マイナンバー

カード交付申

請書出力

転学届の

交付

防災無線機

の交付

防災課・健康

推進課等のパ

ンフレット等の

配布

関係課への

案内

書類等の送付

学校教育課

へ転学届

（副）

学校教育課

へ学齢簿記

載事項追加

変更届

本人確認が

できなかった

届出人へ確

認通知

本籍地へ戸籍附

票記載事項通知
※住基ネットを利用

J-LISへ個人番号

通知カード送付対

象者の通知
※住基ネットを利用

出生届によっ

て住民票コー

ド・マイナン

バーを付番

海外からの転入で

は、住民票コード、

マイナンバーを総

合端末で確認

※付番されていな

い場合は、付番



戸籍事務業務フロー図

届書の受付

戸籍届書

の確認

本人確認

※本人確認が

できなかった場

合は、届出人

へ確認通知

戸籍謄本等

添付書類の

確認

住基入力

住基システ

ムへ入力
※火葬許可

証出力

マイナン

バー事務

届書修正 戸籍入力

戸籍システ

ムへ入力

通知発送 決裁 届書の整理

届書の整理

届書の審査

届書記載内

容の審査
※審査用帳票

住基・戸籍シス

テムから印刷

住所地・本籍地市

町村へ確認
※住所・本籍が那

珂市以外の場合

（戸籍謄本を持参し

なかった場合）

届出人の適格

性審査
※本籍地市町村

で確認

届出人が届

書を修正

入力内容

の確認

本籍地市町

村への通知

（郵便）

住所地市

町村への

通知(郵便)

異動処理

戸籍移記

事項の入

力・削除

本人確認がで

きなかった届

出人へ確認

通知(郵便)

添付書類

の審査

届出人が住

基異動事項

を確認・署名

火葬許可証

の交付

母子手帳へ

出生証明

入力者、確認

者以外の職

員が、届書と

入力内容の

確認

調査票

の作成

人口動

態調査

票作成

相続税法

５８条通

知書作成

届書法務局

へ送付

※翌月送付

入力者以外

の職員が、

入力内容の

確認

入力者以外

の職員が、

入力内容の

確認

戸籍シス

テムでの

最終確認

と決裁

広報

戸籍の窓

原稿作成

新本籍地

市町村へ

戸籍附票

記載通知

関係課へ

案内

戸籍附票

記載情報

の確認・

入力



証明書発行事務業務フロー図

凡 例

…始まりと終わりの作業

…コンピュータシステムでの作業

…その他の作業

請求書の受付・審査

交付請求書

内容の確認

本人確認
※運転免許証、健康

保険証等本人を確認

できる書面

請求権限の確認
※契約書等請求理由

を確認できる書面

代理権限の確認
※委任状、戸籍謄本

等代理権限を確認で

きる書面

証明書の作成

住基・戸籍シ

ステムで検索

請求内容の確認
※支援措置該当者の場

合は、支援措置担当者

が内容を確認しロックを

解除

証明書の出

力

出力内容の

確認

証明書の確認

作成者以外の職員が、

請求内容と出力証明

書の照合

発行

証明書の発行

手数料の徴収と

領収書の交付

日計処理

発行件数と手

数料の照合

手数料の調定

手数料を入金

書類の確認・保存

請求書の最終確認

請求書と領収書控

の整理・統計・保管

マイナンバー又は住民

票コードが記載された

証明書を交付する場合

は、もう一度別の職員

が確認



市 民 課に おけ る 処理 及び 交 付件 数等

人口・戸籍数

年 度 日 本 人 外 国 人 合 計 人 口 世 帯 数 本 籍 人 口 本 籍 数

２６ 55,455 192 55,647 21,889 59,778 23,594

２７ 55,373 203 55,576 22,191 59,635 23,628

戸籍処理件数

年 度 出 生 死 亡 婚 姻 離 婚 養 子 縁 組 入 籍 転 籍 そ の 他 合 計

26

受理 435 578 213 83 36 68 162 88 1,663

送付 220 68 415 66 27 45 113 38 992

計 655 646 628 149 63 113 275 126 2,655

27

受理 374 591 237 101 55 83 169 99 1,709

送付 221 95 438 74 24 47 128 30 1,057

計 595 686 675 175 79 130 297 129 2,766

住民票処理件数

年 度 転 入 転 出 転 居 世 帯 分 離 世 帯 合 併 出 生 死 亡 そ の 他 合 計

２６ 1,097 1,280 501 108 36 413 598 370 4,403

２７ 1,161 1,246 544 88 40 368 592 394 4,433

証明書交付件数

年 度 住民票の写し 印 鑑 証 明 戸籍謄抄本 除･原謄抄本 戸 籍 附 票 住基カード交付 ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞ交付 そ の 他 合 計

２６ 23,853 18,585 10,829 7,677 2,739 103 － 7,544 71,330

２７ 23,695 17,981 11,405 7,541 2,655 28 992 6,971 71,268



業務No.

課室長名

□自治
□法定

□自治
□法定

□自治
□法定

□自治
□法定

□自治
□法定

単位

国 庫 支 出 金 千円

県 支 出 金 千円

地 方 債 千円

そ の 他 千円

一 般 財 源 千円

千円

単位

千円 39,400 6人 39,400 6人 39,400 6人

千円 0 0人 0 0人 0 0人

千円

<上記のほか、業務効率化のために取り組んでいること>

予算編成システム更新時に、財政課を含む担当各課の入力事務の省力化等、効率よく予算編成事務ができるシステム
の導入及び構築。

39,400

＜業務実施の背景＞

市が行う事務事業に対し、限られた財源を効率よく配分するため。

＜業務の目的＞

市が行う事務事業に対し、最小限の経費及び過大なく適正な額を持って、結果や成果を出す。

<業務見直しの有無> 有 ・ 無
①すぐにでも見直し・効率化ができる部分：

②条例・規則等の改正や多方面との調整が必要だが、時間をかければ見直し・効率化できる部分：見当たらない。

③政治レベルの判断や法改正が必要で、課室の判断では見直し・効率化ができない部分：見当たらない。

人
件
費

正 規 職 員

正 規 外 職 員

人 件 費 計 39,400 39,400

予算編成業務

・予算関する相談・打合等
・実施計画の策定
・補助金の決定
・予算の査定
・内示書の作成
・予算議案の作成
・議会(委員会)で説明

7人

平成26年度決算 平成27年度決算 平成28年度予算

事 業 費 計

評価対象業務名 業務概要 作業人数

事
業
費

財
源
内
訳

合 計 千円

投入量の推移 平成26年度決算 平成27年度決算 平成28年度予算

4 千円

5 千円

2 千円

3 千円

課室担当事務事業の概要

事務事業名 平成27年度決算額 事業概要

1 千円

職員数 名（正職員 名、再任用職員 名、嘱託職員 名、臨時職員 名）

（様式１）

平成28年度那珂市行政評価外部評価業務点検シート
部・課室名

ここは別資料で代えて説明します。



（様式2-1号）

事務事業の概要（平成27年度）

課等名 財政課

国 庫
支出金

県支出金
分担金
負担金

市債 その他 一般財源
国 庫
支出金

県支出金
分担金
負担金

市債 その他 一般財源
国 庫
支出金

県支出金
分担金
負担金

市債 その他 一般財源

2 1 3 1 財政事務費 1,515 1,515 1,509 1,509 1,583 1,583

2 1 3 3
財務会計システム管理
事業

10,262 10,262 15,619 15,619 10,728 10,728

2 1 5 1 財産管理事務費 20,419 1,010 19,409 45,524 993 44,531 34,506 986 33,520

2 1 5 2 管財事務費 14,954 14,954 15,623 15,623 15,538 15,538

2 1 5 3 庁舎管理事業 55,275 746 54,529 130,107 690 129,417 82,748 734 82,014

2 1 13 1 基金積立事業 410,077 11,999 398,078 227,280 12,967 214,313 11,526 1,471 10,055

2 1 14 13
ふるさと寄付金「ふる
さとの便り」事業

14,348 14,348 0 0 21,045 21,045

11 1 1 2 起債償還元金 1,491,298 21,860 46,974 1,422,464 1,690,706 19,083 40,473 1,631,150 1,478,617 26,898 36,680 1,415,039

11 1 2 1 起債償還利子 186,809 5,903 180,906 211,821 5,920 205,901 193,948 6,136 187,812

0 0 0

0 0 0

全頁の総計 2,204,957 0 27,763 0 0 60,729 2,116,465 2,338,189 0 25,003 0 0 55,123 2,258,063 1,850,239 0 33,034 0 0 39,871 1,777,334

財源内訳（千円）
H28予算額
（千円）

財源内訳（千円）
H26決算額
（千円）

ふるさと寄付の拡大と市の特産品等のPRを図るため、本年9月
から寄付者へ謝礼品（ふるさとの便り）を贈っている。

市債の元金を計画的に償還する。

市債の利子を計画的に償還する。

財源内訳（千円）
事業内容（概要）

市の財政事務に係る経費（補助金等審議会委員謝礼、予算書・
決算書の印刷製本費等）

市の予算編成から予算の執行、決算までを管理するシステム及
び電子入札システムの使用料を計上。

将来の財源不足に備えるとともに、公共施設の整備など特定の
目的のため、条例に基づき基金を設置し、積立てや取崩しなど
の管理運用を行う。

市有地や公用車等に関する維持管理に要す
る経費を計上

庁舎内で使用する事務機器や諸用紙等に要
する経費を計上

庁舎の設備や清掃業務、緑化管理等に要す
る経費を計上

款 項 目 事 業 名
H27決算額
（千円）

【事務事業の概要（様式2-1号）】



（様式1号）

職員数（人）

区 分

平成28年度

平成27年度

職員の増△減

臨時職員等について（平成27年度）

グループ名

契約・管財 5 日 1 人

〃 3.5 日 1 人

日 人

日 人

日 人

日 人

8.5 日 2 人

職員等の配置状況

課等名 財政課

課 長 副 参 事
（主任企画員）

課長補佐
（総括）

グループ長
（課長補佐）

財政 グループ 契約・管財 グループ 合 計

1 0 1 2 3 6 13

13

0 0 0 0 0 0 0

1 0 1 2 3 6

※区分に記載されていない役職等は、必要に応じてそれぞれ表を修正して記入してください。
※平成27年度を基本に作成してください。

種 別 雇 用 期 間
勤務日数
（週）

人 数 職 務 内 容

嘱託職員 平成28年 4月 1日から平成29年 3月31日まで 運転手

臨時職員 平成28年 4月 1日から平成29年 3月31日まで 契約事務補助

課 合 計

※『種別』の欄には臨時職員・嘱託職員の別を記入してください。
※雇用期間、勤務日（週）数等については、現状に併せて表を修正して記入してください。

【職員等の配置状況（様式1号）】



（様式２)

責 管 正 外 委 4～5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

担
当
課

2 3
財
政
課

担
当
課

1 2 4
財
政
課

決
定
権
者

議
会

担
当
課

財
政
課

業務フロー図

業務処理手順・業務フロー整理表
評価対象業務名 予算編成業務

業務処理手順・処理業務概要 業務フロー

NO 作業名 作業概要 件数
作業担当

≪その他特記事項≫
【作業担当】
・責 ： 部長
・管 ： 課長、補佐（総括）
・正 ： 担当職員

財
政
課

補助金の決定
・補助金の審議
・補助金審議会事
務局

2
実施計画の策
定

・事業計画（案）作
成
・事業計画ヒアリン
グ
・事業計画策定

担
当
課

政策
企画
画課

3

・予算見積入力①
（管理経費）

・予算見積入力②
（行政ｻｰﾋﾞｽ経費）

・予算の査定
・内示書の作成
・予算議案の作成

2 4

4 予算の編成

1 2 2

予算の相談・打
合等

予算の相談・打合
等

1

予算見積入力

①

予算の

査定①

予算見積入力

②

予算の査定②

内示

予算

議案

の議

決

内示

予算

の

決定

予算

編成

方針

実施

計画

策定

方針

事業計画（案）の作成

補助金要望

補助

金審

議会事前審査

補助

金審

議会

予 算 の 相 談 ・ 打 合 等 （通 年）

予 算 の 相 談 ・ 打 合 等 （通 年）

一

次

ヒ

ア

リ

ン

グ

実施計

画の策

定

事業計画

（案）の修

正

二

次

ヒ

ア

リ

ン

グ

三

次

ヒ

ア

リ

ン

グ

事業計

画（案）

の修正

予算

議案

の提

出

通年を通して、各
課からの相談・打
合せと、実施計画
及び予算の要求
の流れを追加

実施計画と予算
要求の流れを追
加

補助金と予算要
求の流れを追加

予算の査定から
予算の議決まで
の流れを修正


